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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻正規君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻正規君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

５番遠藤泰子議員の登壇を願います。

○５番（遠藤泰子君） ５番遠藤泰子でござ

います。

平成３０年度の節目の年、はじめてトップ

バッターで一般質問することになりました。

将来の三沢市に対する思いを込めまして、通

告に従い、三沢市公共施設等総合管理計画に

ついて御質問いたしますので、よろしくお願

いいたします。

昨年３月に策定されました三沢市公共施設

等総合管理計画は、平成２９年度から平成５

８年度までの３０年間の市内公共施設等のあ

り方に関しての基本方針を定めております。

この計画の目的といたしましては、一つ目

は、人口や財政の見通しを踏まえ、長期的視

点に立った老朽化対策の推進。二つ目とし

て、将来利用需要も踏まえ、適切な維持管理

及び修繕を実施。三つ目として、将来の財源

確保の見通しを踏まえ、更新費用や維持管理

費用等を削減、平準化としております。

平成２７年度末時点において、当市の建築

系公共施設は２６５施設、総延べ床面積は２

７万７,２９０平方メートル保有していると

のことであり、３０年以上経過している施設

が全体の４２.５％を占めているとありま

す。

また、公共施設等全体に係る今後３０年間

の更新費用の総額は１,３７１億円、１年当

たりでは、平均で４６億円と試算されていま

す。これに対し、過去の実績をもととした充

当可能な財源見込み額は、年間２８億円とし

ており、１８億円の財源不足となり、計画期

間の総額は５３１億円となっております。

さて、計画の目標、３０年間で５３１億

円、毎年１８億円という大きな金額を削減し

ていくということでありますが、非常に大変

なことではないかと思います。

これに加えて、建物に付随した機器類や備

品類の更新費用もプラスされれば、さらに厳

しい状況となるのではと思うところでありま

す。施設の維持管理に要する費用は、建設す

る費用の約３倍かかると言われております。

先ほど申し上げたとおり、三沢市には２６

５施設あり、いずれの施設も市民福祉向上の

ために必要な施設でありますが、施設の更新

費用や修繕費用、機器類、備品類の交換、施

設ごとの事業費など、多くの税金が投入され

ていることを考えれば、新設、更新に当たっ

ては、将来の需要予測のもと、廃止や統合の

ほか、場合によっては、必要と思われる施設

であっても建設しない、あるいは廃止やむな

しの選択も視野に入れなければ、５３１億円

の削減は極めて難しいのではないかと考えさ

せられたところであります。

一方、当市の財政状況の推移を見ますと、

人口減に伴う市民税や固定資産税等の減少な

ど、自主財源が右肩下がりとなり、歳出面で

は、高齢化が進む中、社会保障に係る経費が

増大するなど、財政需要が膨らんでおり、平

成３０年度一般会計予算におきましては、基

金の取り崩しによる予算計上となっておりま

す。

このような状況を踏まえて、今回この問題

を取り上げましたのは、公共施設の維持管理

を取り巻く財政上の問題について、三沢市民

によく知ってもらう必要性があると感じたか

らです。

お金があればいろいろなものがつくれま

す。しかし、三沢市の未来を考えるとき、身

の丈に合った財政運営、公共施設のあり方を

見直す必要があり、今後の歳出の圧縮の必然

性について、市民に理解と納得をしてもらわ
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なければ、将来、不平不満が出てくるのでは

ないでしょうか。

私たちは、三沢市の未来への責任がありま

す。子供たちの世代にツケを回すことのない

ように、問題の先送りをしないように、責任

感と危機感を持って、市民の理解を得なが

ら、ともに課題を解決する必要があると考え

ております。

さて、１９３０年代、アメリカ・ニュー

ディール政策によって建設された公共施設

が、１９７０年代になって、老朽化している

にもかかわらず、維持管理費不足に起因した

損壊事故が発生し、とうとい人命が失われま

した。この反省を踏まえ、公共施設アセット

マネジメントが導入されるに至ったとのこと

であります。

公共施設アセットマネジメントは、公共施

設の点検、診断、健全度評価、劣化予測、維

持管理計画の作成、補修、更新等の実施を、

科学的根拠に基づき、計画的に行い、サービ

ス水準を確保しつつ、最少の費用で維持管理

を行う取り組みであります。まさに、三沢市

公共施設等総合管理計画は、アセットマネジ

メントと合致したものであり、大変すばらし

いと思っております。

私が危惧しておりますのは、この計画を実

行できるかどうか、年間１８億円、３０年間

で５３１億円を削減できるかどうかであり、

将来世代に過度の負担を強いることのないよ

うに、早急に施設ごとの具体的な取り扱いを

検討していく必要があると考えています。

特に、検討に時間を要すると考えられるこ

とは、施設の統合や施設の廃止ではないかと

思います。市民に対しては、パブリックコメ

ントだけではなく、公共施設の現状と課題を

包み隠さず情報を共有し、どのように統合し

ていくのか、廃止していくのかの議論が必要

であり、廃止や統合となれば、市民サービス

の低下も考えられることから、将来的な財政

予測なども含め、統合、廃止に係る丁寧な説

明を繰り返しながら、市民の理解を得ていく

必要があると思います。

今後、公共施設等の適正管理に係る実施方

針のもと、市民への周知も含め、順次進めら

れていくものと思いますが、１点目の質問と

いたしまして、維持管理や修繕、更新等の具

体的な実施計画の策定に係る進捗状況につい

てお伺いいたします。

次に、長寿命化計画を策定するとのことで

ありますが、長寿命化対策は、壊れてから直

すという、これまでの事後保全型の維持管理

から、計画的に保全を行う予防保全型への転

換が必要であり、市民の意向やニーズを丹念

にすくい上げながら策定を進めていくことが

重要であると考えております。

２点目といたしまして、長寿命化計画の策

定がどのように進められているのか、進捗状

況についてお伺いいたします。

次に、施設の統廃合については、先ほど触

れましたとおり、サービス低下の問題や建設

場所の問題など、市民の理解が重要となるこ

とから、綿密に検討を進めていると思います

が、３点目といたしまして、施設の統廃合に

係る検討状況について、また、検討した結果

があるのであれば、その内容についてお伺い

いたします。

次に、個別の施設計画については、財政課

の進行管理のもと、施設を所管する担当部署

が策定することとしておりますが、統廃合に

関しては、部や課を越えた施設の統合や廃止

する場合の決断など、担当部署だけでは解決

できない場合もあるものと推察しておりま

す。

４点目といたしまして、個別の施設計画の

策定に係る取り組みをどのように進めている

のか、進捗状況についてお伺いいたします。

以上で、壇上からの質問を終わります。御

答弁よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの５番

遠藤泰子議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。
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ただいまの遠藤議員御質問の行政問題、三

沢市公共施設等総合管理計画について、四つ

の御質問をいただきましたが、いずれも関連

性がございますので、一括してお答えをいた

しますので、御了承を願いたいと思います。

三沢市公共施設等総合管理計画は、直面す

る少子高齢化や厳しい財政状況を踏まえつ

つ、公共施設等の更新や、あるいは長寿命化

を計画的に進めるための基本方針として、平

成２９年３月に策定いたしました。

国の基本計画では、策定済みの三沢市公共

施設等総合管理計画に基づき、個別施設計画

を平成３２年度までに策定するよう求められ

ていることから、今年度より当該計画の策定

に着手しているところであります。

個別施設計画では、長寿命化計画・実施計

画及び施設の統廃合に関する計画を網羅する

こととしております。

その計画策定の進捗状況でございますが、

現在、集会施設やスポーツ・文化施設等の現

状把握をはじめ、今後の方針案をまとめるた

め、施設担当課との協議を行っているところ

であります。

現時点での協議内容では、公会堂や武道館

など、既に大規模改修に着手しているところ

もございますが、当面、長寿命化が必要と考

えられる施設については、改修工事を行いな

がら継続利用し、利用率の低い施設や目的の

重複している施設については統廃合を検討し

ております。ただし、統廃合につきまして

は、施設利用者との十分な協議や調整を行

い、慎重に進めなければならないと考えてい

るところであります。

なお、公営住宅、公園、上下水道の施設に

ついては、既に長寿命化計画を策定済みのも

のもありますが、それらも最終的には、三沢

市公共施設等総合管理計画の個別施設計画に

織り込み、予算の平準化が図られるよう調整

した上で、維持管理や更新等の具体的な実施

計画を策定していきたいと考えております。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいます。

今、一括して答弁いただきましたけれど

も、最終的に３２年度ということで、まだま

だ、今から始めているということであります

が、実際には、昨年度から始まっております

ので、それまでの進捗状況は特にないという

ことでよろしいですか。今、始めているとい

うことで、何か具体的な会議が行われたと

か、そういうことは特にないでしょうか。

○議長（小比類巻正規君） 財務部長。

○財務部長（伊藤徹也君） ただいまの再質

問にお答えいたします。

進捗状況ですが、全く進んでいないという

わけではありませんで、やはり先ほど答弁の

中にありましたように、各担当課との協議を

進めている最中でございます。

具体的には、継続利用をする施設として１

２５施設、それから、そのほか統廃合につい

ては、あくまでも検討段階ですけれども、３

４施設を考えて、今、検討中でございます。

○議長（小比類巻正規君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 統廃合も考えている

ということでありますので、今後は、市民の

理解とか周知方法等については、昨年度でき

ましたけれども、全くそういうところは情報

としてはないのですけれども、どのような方

法で周知していく予定でありますか。

○議長（小比類巻正規君） 財務部長。

○財務部長（伊藤徹也君） 統廃合につきま

しては、先ほども申し上げましたとおり、検

討中でございますけれども、まず、各施設の

利用状況、それから利用者の意見、継続利用

する場合の改修費用、また、廃止した場合の

影響などを総合的に勘案して、慎重に進めて

いかなければならないと考えております。そ

の中で、もしかしたら市民からのアンケート

をとるなどの手法も考えられますけれども、

そういったものを取りまとめた計画を策定し

た上で、例えば広報なりマックテレビなどを

利用して、市民のほうに周知してまいりたい

と考えております。
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○議長（小比類巻正規君） 以上で、５番遠

藤泰子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

３番佐々木卓也議員の登壇を願います。

○３番（佐々木卓也君） 市民クラブの佐々

木卓也が、通告に基づきまして一般質問をさ

せていただきます。

まずは、第１点目の空き家等対策の推進に

ついてであります。

近年、適切な管理が行われていない空き家

等が、防災、衛生、景観等の地域住民の生活

環境に深刻な影響を及ぼしてきており、地域

住民の生命、身体、財産の保護、生活環境の

保全、空き家等の活用のための対策が必要で

あるという状況から、国は平成２６年に空き

家等対策の推進に関する特別措置法を制定し

ました。

その中で、国は、空き家等に関する施策の

基本指針を策定し、市町村は、その指針に即

し、空き家等に関する対策を総合的かつ計画

的に実施するため、計画を定めることができ

る旨、規定されています。

本年１月１０日付の朝刊に、空き家、全国

で深刻化という見出しで、法律に基づき、撤

去や活用を促す空き家等対策計画を策定済み

の市町村が、法施行後２年半の昨年１０月１

日時点で、全体の２５.７％となる４４７団

体だったとする国土交通省の調査結果が掲載

されました。今月末には５割を超える見込み

ということであり、国土交通省は、２０２５

年までに８０％への引き上げを目指すという

内容でありました。

この空き家等対策につきましては、これま

でも諸先輩議員が一般質問で取り上げてきま

したが、平成２７年第１回定例会の一般質問

に対する答弁では、市町村長が行う特定空き

家等に対する措置に関する国のガイドライン

に基づいて、具体的な空き家等対策に係る取

り組みを検討するという内容でありました。

そして、次期総合計画策定に向けたまちづ

くり座談会の中でも、空き家問題に関する意

見が多かったという話も聞いております。

そこで、三沢市の空き家等対策に関する現

在の推進体制、管理上問題のある空き家の戸

数、住民からの問い合わせ、苦情等に対して

の対応、周辺の建築物や通行人等に対し悪影

響をもたらす、特に対策が必要な特定空き家

等に対する措置の状況及び計画の策定を含め

た、今後の空き家等対策の推進についてお伺

いします。

次に、第２点目の飼い主のいない猫対策の

推進についてお伺いします。

市のホームページでは、猫の飼育の注意に

ついて細かく周知を図っています。「猫は室

内で飼いましょう」「不妊去勢手術をしてく

ださい」「捨て猫はいけません」、これらは

飼い猫に対する注意事項でありますが、捨て

られた猫は野良猫となり、結果として、全国

の自治体で毎年約２０万匹の猫が収容されて

おり、その多くが殺処分されます。殺処分さ

れる猫のほとんどは、不妊去勢手術をされて

いなかったために、無制限に繁殖し、飼えな

くなり、捨てられた子猫ですとあります。

環境省のホームページで確認すると、平成

２８年度の猫の収容数が７万２,６２４匹、

うち返還、譲渡数が２万６,８８６匹で、殺

処分数が４万５,５７４匹となっています。

ちなみに、犬の殺処分数は１万４２４匹と

なっており、譲渡率の上昇などにより、殺処

分数の減少につながっているようです。

さて、収容される猫の削減に向けた取り組

みとして注目されているのが、地域住民、ボ

ランティア、行政が一丸となり、人と動物の

共生社会づくりを目指す、地域猫活動であり

ます。

ここで、地域猫活動について触れたいと思

います。市のホームページから環境省へのリ

ンクで、住宅密集地における犬・猫の適正飼

養ガイドラインを開けば、その中に、地域猫

活動の記述が出てまいります。

まず、地域猫とは、「地域の理解と協力を

得て、地域住民の認知と合意が得られてい

る、特定の飼い主のいない猫」のことであ

り、「その地域にあった方法で、飼育管理者
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を明確にし、飼育する対象の猫を把握すると

ともに、フードやふん尿の管理、不妊去勢手

術の徹底、周辺美化など地域のルールに基づ

いて適切に飼育管理し、これ以上数を増やさ

ず、一代限りの生を全うさせる猫を指しま

す」。

そして、地域猫活動でありますが、

地域猫活動は地域住民と飼い主のいない

猫との共生をめざし、不妊去勢手術を行っ

たり、新しい飼い主を探して飼い猫にして

いくことで、将来的に飼い主のいない猫を

なくしていくことを目的としています。た

だし、実際に数を減らしていくためには、

複数年の時間を必要としますので、当面

は、これ以上猫を増やさない、 やりによ

る迷惑を防止することなどを目的としてい

ます。地域猫活動は、「猫」の問題ではな

く「地域の環境問題」としてとらえ、地域

計画として考えていく必要があります。

地域猫は、野良猫とは異なります。フー

ド、水やりの場所は決められ、排泄物の処

理や周辺の清掃なども行われます。不妊去

勢手術が行われることで数が増えることが

抑えられます。

地域住民は猫による被害の現状を十分認

識し、野良猫を排除するのではなく、地域

住民が飼育管理することで、野良猫による

トラブルをなくすための試みであることを

理解しなければなりません。

と記載されており、近年、地域猫活動は、全

国的に見てもさまざまな取り組みが行われて

います。

さて、猫の不妊去勢手術に対する補助金の

うち、飼い猫に対するものは多くの自治体で

予算化されておりますが、この地域猫の不妊

去勢手術に対する補助金を予算化している自

治体もあります。青森県内では、いまだ実績

がないようでありますが、近くでは、岩手県

盛岡市では地域猫の不妊去勢手術に対し５,

０００円補助されています。

参考までに、公益社団法人日本動物福祉協

会では、毎年地域を変えて、犬・猫の不妊去

勢手術代を助成する捨て犬・捨て猫防止キャ

ンペーンを実施しており、今年度は、沖縄

県、青森県在住の方を対象に、予算の範囲内

で実施されたということでありますが、これ

で十分だとはまだまだ言い切れない状況だと

思います。

そして、事前に確認したところ、当市にお

いても、野良猫に対する苦情も数件ではあり

ますが、毎年寄せられているようでありま

す。冒頭で紹介しました市のホームページの

「猫は室内で飼いましょう」「不妊去勢手術

をしてください」「捨て猫はいけません」、

このことは野良猫をつくらないための基本中

の基本でありますが、不幸な結果として、野

良猫がいるのも事実として受けとめなければ

なりません。

そこで、不妊去勢手術に対する補助金の制

度化も含めた、飼い主のいない猫対策の推進

についてお伺いします。

一般質問の第３点目、高齢者ふれあい入浴

事業の実施についてお伺いします。

昨年の広報みさわで、三沢市の温泉につい

て特集されていました。アンケート結果か

ら、温泉好きな三沢市民の気質が見て取れ、

また、温泉には家族とともに、くつろぎや疲

労回復を求めることや、ゆっくりと温泉を利

用し、コミュニケーションの場としても活用

されていることがわかるという内容でありま

した。

現在、６５歳以上の市民は、無料で市民の

森温泉浴場に入浴でき、市内の老人クラブの

会員の方々は、年間７回程度、福祉バスを利

用して市民の森温泉浴場に入浴できますこと

は、大変ありがたいことだと思っております

が、福祉バス利用以外は、市民の森への交通

手段がなく、行きたくても行けない高齢者の

方々も多いのではないでしょうか。

そこで、全国でも多くの実施例のある、高

齢者に市内温泉施設の入浴料を助成する高齢

者ふれあい入浴事業の実施について御検討を

お願いしたく、今回、質問させていただきま

した。
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この事業は、高齢者の外出目的を創出し、

利用者同士の触れ合いの促進と健康づくりの

増進により、介護予防にもつながることか

ら、高齢者福祉の充実を図る上でも大変効果

のある事業であると考えております。

入浴は高齢者の大きな楽しみの一つであ

り、入浴料を助成することにより、温泉施設

に行くことが高齢者の引きこもり防止にもつ

ながり、外出がふえることで市内の経済活性

化にも少なからず貢献するのではないでしょ

うか。

実施について検討するとした場合、制度設

計として、対象者をどうするのか、無料にす

るのか、１回当たりの助成金額を幾らにする

のか、年間何回の助成とするのかなどの検討

や、その結果により、財源の確保という問題

もあることは承知しております。

また、各温泉施設の料金の違いへの対応も

考えていかなければなりませんが、参考まで

に紹介しますと、高齢者を対象に、１年分の

入浴点数６０点を付与し、それぞれの温泉施

設の入浴料金によって、１回当たり４点から

最高８点で入浴できるような制度設計をして

いる自治体や、どこの入浴施設でも一律の金

額を助成し、残りを個人負担としている自治

体などさまざまであります。

少子高齢社会の中にあって、三沢市の資源

である温泉施設を活用した高齢者ふれあい入

浴事業の実施についてお伺いします。

次に、一般質問の第４点目、中心市街地の

活性化についてお伺いします。

昨年末の読売新聞に、中心市街地の空洞化

を食いとめ、にぎわいを取り戻すための中心

市街地活性化基本計画が空振りに終わるケー

スが相次いでおり、実施期間を終えた１０９

市の人口や店舗数などの数値目標の達成率は

３割にとどまり、実施前より悪化したケース

は５割に上ることが調べでわかったとし、急

速に進む人口減などの影響で、まちの再生は

難航しているという記事が掲載されました。

三沢市のホームページによれば、平成２６

年５月、計画期間を平成１９年１１月から平

成２５年１０月とし、テーマを「国際色を愉

しめる魅力・ 活力・安心のある街」とした

中心市街地活性化基本計画の最終フォロー

アップに関する報告内容は、「計画に掲げた

事業を推進してきたことにより、低迷してい

た中心市街地に回復の兆しが見えてきてい

る。」「平成７年に隣接する町への郊外型大

型ショッピングセンターの建設等により小売

業吸引力の低下とそれに伴う小売業年間商品

販売額が急激に減少し、その結果として中心

市街地の空店舗数の増加や商店街の衰退につ

ながり、地域としての機能が危ぶまれるまで

になっていたが、歩行者通行量や小売業年間

販売額の下げどまりの傾向が見え、中心市街

地をフィールドとした若手の地域づくり団体

が活動するなど、本計画策定以後に本来の中

心市街地としての機能を取り戻しつつある状

況となっている。

今後においては、これらの機運を的確に

キャッチし、市民が誇りに思える中心市街地

の形成を推進することが最優先であると考

え、まちづくり団体や地域住民とともに当市

の特色を活かした魅力ある事業を展開し、中

心市街地の賑わい創出に係る施策を展開して

いく」とされていました。

昨年１１月に開催された中小企業シンポジ

ウムでは、コメンテーターの岡田京都大学大

学院教授が、そこにしかない個性的な商品や

産業、観光、地域づくりが大事になると言っ

ておられましたが、私はこの言葉をヒント

に、人口減少社会にあって三沢市の特色を生

かし、三沢らしさを全面に打ち出すことが、

交流人口拡大によるにぎわい創出、ひいては

中心市街地の活性化につながる大きな柱の一

つになると考えております。

そこで、計画期間終了後約４年が経過しま

したが、現在の中心市街地の活性化の状況と

その評価及び今後の取り組みについてお伺い

いたします。

以上で、私の一般質問を終わります。御答

弁のほど、よろしくお願い申し上げます。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの３番
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佐々木卓也議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの佐々木議

員御質問の高齢者ふれあい入浴事業の実施に

ついては私から、その他につきましては担当

部長からお答えをさせますので、御了承願い

たいと存じます。

日本の高齢化率は２７.７％と、かつてな

い超高齢化社会を迎える中、当市の６５歳以

上の人口は３月１日現在９,９３０人で、高

齢化率は２４.７％となり、国同様、超高齢

化社会となっております。

国は、共生社会実現に向けて、高齢社会対

策基本法を策定し、高齢者対策を推進してお

ります。地方公共団体については、その地域

によって実情が異なることを考慮して、社会

的、経済的条件に応じた施策を求めておりま

す。

当市においても、高齢者が健康で充実した

生活ができるよう、生活支援や生きがいづく

りなど、高齢者サービス、介護予防事業など

に積極的に取り組んでいるところでございま

す。

市民の森温泉浴場の無料入浴券の交付事業

は、６５歳以上の高齢者を対象に、健康増進

及び福祉の向上を目的としたもので、市内各

町内から老人福祉センターまで運行する福祉

バスは、６５歳以上はどなたでも無料で利用

ができ、平成２８年度では、延べ１,０８６

人の方が利用されております。

また、市内の温泉施設においては、お得な

回数券や空街ポイントとの引換券、また、高

齢者単価を設定するなど、独自の取り組みも

なされており、市民には欠かせない高い支援

になっております。

市といたしましても、温泉施設の活用につ

いては、高齢者にとって、健康づくりはもと

より、外出や交流の機会を提供することがで

きることなどから、介護予防にもつながると

認識しているところでございます。

御提案の温泉入浴助成につきましては、対

象者の設定や地域間の公平性、財源の確保な

どさまざまな制度設計が必要となってまいり

ます。

このようなことから、現在実施している高

齢者サービスや介護予防事業を推進しつつ、

介護保険制度の総合事業による検討や、既に

ある事業の見直しも含め、慎重に検討してま

いりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 空き家等対

策の推進についての御質問にお答えいたしま

す。

空き家等対策の推進に関する特別措置法が

平成２７年に施行され、国土交通省と総務省

では、全国１,７４１市区町村を対象に、空

き家等対策に関する取り組み状況の調査を実

施し、その結果が昨年１２月末に公表されま

した。

この調査は、平成２９年１０月１日現在に

おける、法第６条に基づく空き家等対策計画

の策定状況、法第７条に基づく協議会の設立

状況及び法第１４条に基づく特定空き家等に

対する助言・指導・勧告・命令・代執行の措

置状況等について、アンケート方式で行われ

たものであります。

このうち、空き家等対策計画の策定状況の

結果は、既に策定済みが４４７市区町村で比

率が２６％、策定予定ありが１,０６３市区

町村で比率が６１％、策定予定なしが２３１

市区町村で比率１３％となっており、三沢市

では、時期は未定ではあるが、策定予定があ

る旨、回答したところであります。

なお、県内では、４０市町村のうち策定済

みが６市町村、平成２９年度中に策定予定が

７市町村、平成３０年度策定予定が１市とい

う状況となっております。

御質問の当市の空き家等対策に関する現在

の窓口体制につきましては、防犯対策等の観

点から、市民生活部生活安全課が担当してお

ります。状況に応じて、関係課と協議しなが

ら対応しております。
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次に、管理上問題のある空き家の戸数につ

きましては、平成２４年度に各町内会の御協

力をいただいて行った実態調査では、空き家

総数３５２戸で、そのうち適正に管理されて

いないものが１５２戸という状況でありまし

た。

次に、住民からの問い合わせ、苦情等に対

しての対応につきましては、過去３カ年にお

いて担当課へ寄せられた問い合わせ、苦情件

数は、平成２６年度が９件、平成２７年度が

１０件、平成２８年度が２４件となってお

り、本年度は現時点で１２件となっておりま

す。

その内容の主なものとして、屋根のトタン

や壁が剥がれていて危険だ、スズメバチの巣

があって危険だ、草木が伸び放題となって不

衛生だなどの苦情が多く寄せられているとこ

ろであります。

その対応といたしましては、空き家といえ

ども管理責任は所有者にあるとの原則にのっ

とり、まずは文書や電話で所有者や関係者に

苦情に対する改善をお願いしておりますが、

特に緊急を要すると認められる場合は、所有

者などの対応を待たず、職員の手によって蜂

の巣の除去や草木の枝払いを実施していると

ころであります。

次に、特定空き家等に対する措置の状況に

つきましては、当市では、現在、空き家等対

策計画が未整備であることから、法律で規定

する特定空き家等に対する助言・指導・勧

告・命令・代執行という措置については実績

がない状況となっております。

次に、空き家等対策計画を含めた今後の空

き家等対策の推進につきましては、当市とい

たしましても空き家等対策の必要性は十分認

識しておりますことから、平成２５年度より

建築リフォーム等事業費補助金のメニューの

中に、空き家の取り壊し工事に対する補助金

を加えるなど、空き家の増加を抑止する施策

に取り組んできたところでもあります。

今後におきましても、引き続きこの事業を

継続するとともに、空き家等対策の策定に当

たっては、庁内関係課で組織する検討委員会

を設置し、空き家等がもたらす防災上、衛生

上、景観上などの各種問題をさまざまな観点

から検討するなど、空き家等対策の推進に鋭

意取り組んでまいりたいと考えております。

次に、飼い主のいない猫対策の推進につい

てお答えいたします。

近年の猫ブームを背景に、一般社団法人

ペットフード協会の平成２９年の調査では、

はじめて猫の飼育頭数が犬の飼育頭数を上

回ったと報告されております。

一方で、猫の殺処分数につきましては、

年々減少傾向にはありますが、それでも平成

２８年度には全国で４万５,０００匹を超

え、青森県内においてもその数は５９６匹に

上っております。

飼い主のいない猫、いわゆる野良猫のほと

んどは、飼い猫が外で産んだ猫や捨てられた

猫たちであることから、まずは、その原因と

考えられる無責任な飼い主への対策が重要で

あると考えております。

放し飼いの猫が繁殖を続けたり、多頭飼い

の飼い主が飼育を放棄した結果として、望ま

ない繁殖に拍車をかけている可能性も少なく

ないことから、室内飼いの徹底、不妊去勢処

置の実施、遺棄の防止などを基本とする動物

の飼い方について、今後におきましても根気

強く市ホームページなどで周知、啓発をして

まいりたいと考えております。

地域の環境問題として捉えられる地域猫活

動は、地域住民、ボランティア、行政が協力

して、一時的な保護、不妊去勢手術費用の助

成など、命を尊重しながら徐々に飼い主のい

ない猫を減らす取り組みとして有効な方法の

一つであると考えておりますことから、機運

の高まりが見えた際、不妊去勢手術費用の助

成も含め、改めて検討してまいりたいと考え

ております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） 質問の４点目、

中心市街地の活性化についてお答えいたしま
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す。

市では、平成１９年度に策定した三沢市中

心市街地活性化基本計画に基づき、都市基盤

整備や町並みの景観形成に加え、にぎわい創

出に向けたイベントなどの各種事業を実施し

てまいりました。

本計画は、平成２５年１０月をもって終了

いたしましたが、近年の中心市街地を取り巻

く環境は、少子高齢化や人口減少などの社会

的課題に加え、大型商業施設や量販店、コン

ビニエンスストアなどの急増、テレビやイン

ターネットによる通信販売の普及拡大など、

地方における多くの商店街と同様の課題を抱

えており、依然として厳しい状況が続いてお

ります。

このような中、積極的に国際性を発揮した

展開を進める本地域の拠点施設であるスカイ

プラザミサワは、認知度が向上してきたこと

で、市内はもとより周辺地域からの集客も図

られてきております。

また、アメリカンデーやハロウィンフェス

タなどの個性的なイベントが開催されるとと

もに、まちづくり団体の新たな活動の場とし

て機能していることにより、相乗的な集客効

果が図られ、これまで継続して取り組んでき

た各種施策が一定の成果につながっているも

のと評価しており、今後も継続的かつ効果的

に、中心市街地における振興施策を展開する

ことが必要であると考えております。

なお、本地域は、市の中心部として、市民

生活に深くかかわっていることに加え、平成

２８年度に市が実施した市民意識調査では、

商店街に対する問題意識や不満、意見が多

く、市民の関心の高さがうかがえる結果と

なっております。

したがいまして、今後につきましては、引

き続き既存店舗の振興に取り組むとともに、

商工会や商店会に加え、まちづくり団体や高

校生、大学生などの将来を担う若い世代にも

かかわっていただき、新たな起業者に対する

支援施策の展開、国際性の発揮などによる集

客力向上を目指してまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） それでは、再質問

させていただきます。

まず、１点目の空き家等対策の推進につい

てであります。

一応、計画については、策定の予定はある

が時期は未定であるというふうな答弁でござ

いました。それで、特定空き家等に対する措

置については、計画がないから実施された実

績はないだとか、そのような答弁でありまし

た。

それから、戸数のデータ、１５２戸のデー

タも２４年度のデータであります。古いデー

タではないかなと。苦情等も徐々にではある

が、ふえてきている。今年度は若干、まだ終

わっていないですけれども、少ないようなあ

れですけれども、苦情等も実際にふえてきて

いるのだというふうな状況の中で、結局、こ

の辺のところも計画がないのも一因になって

いるのではないかなと思います。

そのような中で、住宅建築リフォーム事業

は継続すると。それから、今後は、庁内組織

の中で鋭意検討していくということでありま

したけれども、この計画、国のほうに出し

た、アンケートに回答した、計画策定時期未

定というところについては、本当に未定とい

うか、いつごろとは言えないものですか。で

きるだけ早く策定してほしいと私は思ってお

ります。質問いたします。

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 計画の策定

時期につきましては、国のアンケートには、

作成はするが時期は未定という形で回答した

と先ほど答弁申し上げました。

それで、第二次三沢市総合振興計画も３０

年度から始まるということにあわせまして、

ある程度、早ければ３０年度中には計画も策

定可能かというふうに考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 佐々木議員。
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○３番（佐々木卓也君） 早ければ３０年度

中にも可能かというふうな御答弁をいただき

ました。ぜひそれに向けて進めていただきた

いと思います。ありがとうございました。

次、２点目の飼い主のいない猫対策につい

ては、機運の高まりが見えてきた段階で改め

て検討したいということで、私もこの問題に

関しては、市民の皆さんに、こういう問題も

あるのだということを、また、こういう活動

もあるのだということを知っていただくこと

が大事だと思っておりました。

今月号の広報みさわにも、猫の飼育につい

てのお願いということが、毎戸配布で配布さ

れました。結局、不幸な猫が産まれてこない

環境づくりが大事なので、飼い主のいない猫

対策もしっかりと進めてほしいと思います。

これは要望です。再質問はございません。

それから、３点目の高齢者ふれあい入浴事

業についてということで、これまでも高齢者

対策として、いろいろと事業を実施されてい

ると。生活支援、生きがいづくりだとか介護

予防事業だとか、いろいろとやられていると

いうことです。

その中で、今後は、課題として、対象者の

選定だとか地域間の公平性、財源問題等々あ

るということで、即は実施できないだろう

と。現状の高齢者対策等の事業を続けながら

慎重に検討していきたいということだったと

思います。ぜひ慎重に御検討をいただきたい

と思います。再質問はございません。よろし

くお願いいたします。

それから、中心市街地の活性化についてと

いうことで、この中心市街地活性化基本計画

は、かなり広い地域を、中心市街地での計画

だったわけですけれども、特に目が行くの

が、どうしても大通りだとか、あの辺に

ちょっと目が行ったりするのですけれども、

とにかく、いろいろと今後も若者の力だと

か、そういうことでいろいろとやっていきた

いというふうな答弁でしたけれども、私も

さっき申し上げましたように、とにかく三沢

の特色、本当に大きな特色があるわけですか

ら、人が集まってくる、そして魅力ある商店

街の形成に向けて、官民あわせて、市役所だ

けでなく、民間も一緒になってやっていただ

ければ幸いだと思います。再質問はございま

せん。終わります。

○議長（小比類巻正規君） それでは、一般

質問を次に移ります。

２番田嶋孝安議員の登壇を願います。

○２番（田嶋孝安君） ２番拓心会田嶋孝安

でございます。通告に基づきまして、一般質

問をさせていただきます。

世界各国並びに私たちに感動と勇気と希望

を与えてくれた韓国平昌オリンピックが先日

終わり、日本選手の活躍からも大いにいい話

題を私たちに与えてくれました。選手の皆さ

んには感謝いたします。

そして、これから障害者スポーツの祭典で

あるパラリンピックが今まさに行われようと

しております。日本選手をはじめ、各国々の

代表選手の皆様の御活躍を祈念する次第で

す。

さて、この日本のみならず、世界中のトッ

プアスリートから私たちは多くの学びを得る

ことができると感じています。

さらに、障害者スポーツ選手の皆様の努力

というものは、ハンディーを感じさせない行

動や精神力はとてもすばらしいと感じます。

また、ふだん私たち健常者に感じることの

ない、健常者にだけ住みよい生活を通しての

生活は、これから考えられる高齢者社会に対

して、あわせて注視していかなくてはいけな

いと考えます。

現在、三沢市において、本格的な少子高齢

化社会を迎えた今、高齢者が生き生きと社会

に参加できるまち、障害者などを地域社会で

支え合うまち、安心して子供を産み育てるま

ちづくりに対して、積極的に取り組みがされ

ている中、三沢市が２０２０年東京五輪・パ

ラリンピックに向け、合宿の誘致を視点に、

心のバリアフリーなどの事業をはじめとし

て、共生社会実現に向けた取り組みを推進し

ております。
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また、国際文化都市を目指すべく、国際性

に富んだまちづくりに、取り組みもあわせて

推進する中で、外国人にも住みやすいまちで

あるためにも、子供、障害者、高齢者、妊

婦、小さいお子さんがいる母親、父親、住み

なれない外国人など、多様な人々が暮らしや

すい社会実現をしていかなくてはいけませ

ん。三沢市は、ユニバーサルタウンに向け歩

むため、バリアフリー・ユニバーサルデザイ

ン化推進整備に向かうべく期待するところで

す。

そこで、昨年１２月１１日に登録が決まっ

たホストタウン、共生社会ホストタウンであ

るが、各事業についてどのように取り組むの

か、３点伺います。

１点目は、どのような取り組みを実施する

のかを伺います。

２点目は、この取り組みによってどのよう

な効果を期待されるのかを伺います。

３点目は、２０２０年東京五輪終了後以降

への成果はあるのかを伺います。

次に、二つ目として、児童への安全教育に

ついてであります。

ことしに入り、木崎野小学校付近の東町美

野原を挟む交差点で自動車が、冬道であると

はいえ歩道に乗り上げるということがありま

したが、登校時間より少し早かったというこ

ともあり、惨事には至りませんでした。しか

し、この数日の間に大きな事故も発生し、災

害などのことも考えると、私たちの周りには

常に危険が待ち潜んでおります。

そこで、私たちは常に危険から安全意識を

高く持ち、安全に対して前向きに対応してい

ると思います。特に、私たち大人が守らなく

てはいけない子供たちに対して、敏感に対応

すべく、訓練や教育を通じて事故などの予防

に努めていると考えます。

また、教育現場、家庭などで、大人がいる

環境内では、大人や親の指示に従い、安全誘

導の行動がとれる状況にあると思いますが、

子供だけで行動していることを考えると、交

通事故、自然災害、有事に起こり得るさまざ

まな状況は、やはり子供自身が安全に対して

の知識を持ち、少しでも自分自身でみずから

を守る知識を持たせることが重要であると感

じます。

そこで、２点伺います。

１点目につきましては、安全教育につい

て、どのような教育が行われているのかを伺

います。

２点目につきましては、安全教育につい

て、どのようなペースで行われているのか伺

います。

以上になります。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの２番

田嶋孝安議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの田嶋議員

御質問のホストタウン、共生社会ホストタウ

ンに関する御質問の第１点目、どのような取

り組みを実施するのかについては私から、そ

の他につきましては教育長並びに担当部長か

らお答えをさせますので、御了承願いたいと

存じます。

２０２０年に東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会が開催されることに伴い、国

は、開催前、開催期間中、そして開催後にお

いても、全国各地で参加国の選手や関係者、

日本人オリンピアン・パラリンピアンとの交

流が浸透するよう、ホストタウン制度を設け

たわけであります。

また、交流事業などとともに、ユニバーサ

ルデザインのまちづくりや心のバリアフリー

など、共生社会実現に向けた取り組みを実施

することを条件に、共生社会ホストタウン制

度を新たに設け、当市は、昨年１２月１１日

に、両方の条件を満たした自治体として、ホ

ストタウンと共生社会ホストタウンに同時に

登録されたわけであります。

特に、共生社会ホストタウンについては、

当市を含む全国六つの自治体のみが第１次で

登録された中、北海道・東北地区において
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は、唯一の登録地となったところでありま

す。このことは、当市が以前から東京オリン

ピック・パラリンピック大会を契機とした、

共生社会の実現に向けた取り組みを積極的に

行ってきた成果であると考えております。

その内容といたしましては、心のバリアフ

リーに関する取り組みとして、小中学校での

ユニバーサルマナー教室の開催や市民の方々

を対象としたユニバーサルマナー検定を実施

したほか、小学生を対象とした心のバリアフ

リー絵画コンクールやパラスポーツの体験型

授業などを開催しております。

また、ユニバーサルデザインのまちづくり

や、新たな公共施設整備や改修を行った際

に、可能な限りユニバーサルデザインやバリ

アフリーを取り入れるよう努めるとともに、

民間店舗等がユニバーサルデザインに関する

改修工事を行う場合、助成金を交付するなど

の事業を実施しております。

今後は、カナダのウィルチェアラグビー

チームの合宿も予定されておりますことか

ら、チームとの交流事業も加えるなど、さら

なる盛り上がりに努めてまいりたいと考えて

おります。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） ホストタウンと

共生社会ホストタウンについての第２点目、

この取り組みによって、どのような効果を期

待しているのかにつきましてお答えいたしま

す。

当市では、東京オリンピック・パラリン

ピック大会の開催に当たり、その盛り上がり

を市民の方々に実感していただくとともに、

それをきっかけとした共生社会の実現を目的

に、さまざまな事業を実施してきておりま

す。

その中でも、パラスポーツなどの体験型授

業を受講した子供からは、直接トップアス

リートに会えて、努力していくことの大切さ

や諦めない心を学ぶことができた。また、ユ

ニバーサルマナー教室を受講した子供から

は、実際に障害を持った講師の先生から説明

を聞くことで、今まで知らなかった障害者と

の接し方をわかりやすく学ぶことができたな

どの感想を聞くことができ、多くの子供たち

に心のバリアフリーが浸透していく様子を感

じ取ることができました。

三沢市の目指す共生社会の実現は、子供た

ちのみならず多くの市民が、こうした心のバ

リアフリーを理解、実践していくことで成立

するものと考えております。今後は、対象者

の拡大や内容の工夫により、より多くの市民

に参加していただくなど、心のバリアフリー

を広めてまいりたいと考えております。

次に、第３点目、２０２０年の東京オリン

ピック・パラリンピック終了後以降への成果

につきましてお答えいたします。

先般のホストタウンと共生社会ホストタウ

ンの登録により、市民の関心は着実に高まっ

てきているように感じております。今後は、

カナダチームの事前キャンプを受け入れる予

定もあり、その際には、子供たちと選手、関

係者との交流事業や、誰もが暮らしやすいま

ちづくりについて、意見交換なども行うこと

を計画しております。

当市が考える東京オリンピック・パラリン

ピック大会の成果は、年齢や性別、国籍の違

いや障害の有無にかかわらず、誰もが暮らし

やすいまちを築くこと、そして、共生社会の

実現をレガシーとして受け継いでいくことに

あります。ぜひとも多くの市民の方々に、さ

まざまな取り組みに参加していただき、市民

一丸となって共生社会の実現という成果を残

してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 児童への安全教育

についての御質問の第１点目、第２点目につ

きましては、関連しておりますので、まとめ

てお答えをいたします。

安全教育は、学校教育活動の基本となる学

習指導要領において、安全指導と安全学習の

二つに大別されております。各学校では、学
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校案前計画や危機管理マニュアルを策定し、

これらに従って、計画的な安全指導と安全学

習を行っております。

安全指導の内容については、火災や地震を

想定した避難訓練を毎学期行うほか、沿岸部

の学校においては、地震と津波を想定した避

難訓練も行っております。

また、交通安全教室を春と冬に行うととも

に、連休前や長期休業前には、具体的な場面

を想定しながら、事故、けが等に遭わないよ

うな指導を行っております。

さらに、不審者対応訓練やＪアラート対応

訓練など、社会情勢に応じた訓練も行ってお

ります。

そして、これらの訓練や安全指導がふだん

の生活に生かされるよう、朝の会、帰りの会

や学級活動等において、日常的な指導を繰り

返し行っているところであります。

次に、安全学習の内容については、体育の

授業において、身の回りに潜む危険について

気づき、その予知や回避ができるような学習

を行っております。また、他教科等の授業に

おいても、安全な実験の進め方や作業の仕方

の大切さを学習するなど、具体的な場面を捉

えて、子供の安全意識を高める指導を行って

おります。

しかし、一方において、重く悲しい交通事

故が発生しているという現実もあります。

教育委員会といたしましては、義務教育に

おける安全教育は、生きる力の基盤となる命

の保障に直結するものであることを強く認識

し、日常生活の中に潜む危険を注意深く見詰

め、それを予知し、回避する能力を高め、生

涯にわたって自分の命を守り、周りの人の命

も大切にする習慣づくりまで高めていくこと

を目指していきたいと考えております。

今後も学校、家庭、地域の連携を図り、学

校で学んだ自分の命は自分で守るための知識

や態度を生活習慣まで高めていけるよう、安

全教育のさらなる充実を図ってまいります。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 田嶋議員。

○２番（田嶋孝安君） 御答弁ありがとうご

ざいます。

まず、ホストタウン、共生ホストタウンに

ついての１点目の質問から再質問させていた

だきます。

まず、今のお話の中で、確認もあわせてな

のですが、民間への助成というようなことの

お話をいただきました。私、以前に、公共施

設の状況というのは、土曜日、日曜日という

のが主に休みだという状況もありますので、

それを踏まえると、民間の施設に障害者の方

が使えるようなトイレというものを設置する

ために助成が必要なのではないかというよう

なお話をさせていただいた経緯もございまし

た。

改めて確認という意味も含めまして、これ

はあくまでも民間の方々のバリアフリーに対

してと、そういうトイレにあわせて、これに

関して助成していくという考えがあるという

ように感じたのですが、その考えでよろしい

でしょうか。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再質問にお答え

いたします。

現在、民間のほうには、三沢市店舗等ユニ

バーサルデザイン改修工事補助金というもの

があります。それにつきましては、民間の店

舗等にもトイレとかを設置できますので、そ

ちらのほうを利用していただきたい、助成で

きるということで、理解をよろしくお願いし

ます。

○議長（小比類巻正規君） 田嶋議員。

○２番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。

まずは、やはり私たちが使う場所として、

トイレなども障害者の方が気軽に使える場所

ということで考えると、やはり公共施設のト

イレにしても、残念ながら冬場なども使えな

いという状況もありますので、そういった形

で民間の方々の協力を得られるというのは非

常にありがたいというように感じております

ので、大変いい状況だというように思ってお
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ります。まずは、それを民間の方々がうまく

使っていただけるような工夫をさらにしてい

ただければというように感じております。

そして、２点目で質問させていただきまし

た件につきまして再質問させていただきま

す。

ユニバーサルデザインという観点から、ま

ず、近い言葉でインクルーシブデザインとい

う言葉もありますが、このインクルーシブデ

ザインというのとユニバーサルデザインの違

いというのは、さほど変わりはない状況があ

るのですが、変わりがないとはいえ少し違う

のは、どちらかというと、インクルーシブデ

ザインは、障害者の方々から見た施設ですと

か、例えばまちの歩道ですとか、そういった

もろもろに対して意見を聞くというような状

況もあるわけですが、要はリードユーザーと

いうようなことで、案内人という意味合いを

障害者の方には持っているものというように

も感じております。

その方々の、今、まずはパラリンピックで

も選手の方々が来ていただけるという中で、

三沢市の施設、そして、まちの状況を見てい

ただいて、やはりいろいろな意見をいただけ

るいい機会でもあるというように感じており

ます。そのような形で、障害者の方々からも

いろいろな意見をいただく効果というのもあ

るのではないかというように感じております

が、まずはこのような形で、障害者の方から

いろいろな意見をいただけるということを検

討されているかどうかをお伺いします。よろ

しくお願いします。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再質問にお答え

いたします。

インクルーシブデザイン、障害者の視点か

ら意見を取り入れるべきということでありま

すが、市では、今後改修を予定している公共

施設などに、ユニバーサルデザインの視点に

立った調査、現在行っておりますが、公共施

設におけるユニバーサルデザイン調査事業と

いう事業名で行っておりますが、ユニバーサ

ルデザインやバリアフリーなどについて、専

門に取り組んでいる事業者に現在お願いして

おります。

調査方法は、おおむね２名一組で調査して

おり、１名は障害を持った方、もう１名は健

常者で行っており、障害だけではなく、誰も

が使いやすい視点で調査をしていただいてお

ります。現在、改修工事を進めております国

際交流教育センターについても同様の調査を

しております。その調査結果を取り入れる形

で工事も進めております。

今後におきましても、施設改修などの際に

は、誰もが使いやすい施設になるように努め

ていきたいと考えておりますので、また、市

内にあるいろいろな箇所についても、そのよ

うな調査をして、続けていきたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 田嶋議員。

○２番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。

本当に障害者の視点から見たものというの

は、私たち健常者だけではなく、高齢者の

方、そして妊婦の方にしても、非常につらい

思いをされながらということが想定される中

で、非常に大切なことだというように感じて

おります。ぜひ、いろいろな方から意見をい

ただきまして、施設の工事等につなげていっ

ていただければというように思います。

３点目は、今のお話から、まちづくりにつ

いても検討されていくということがわかりま

したので、終了させていただきます。

続きまして、安全教育についてでありま

す。

１点目、２点目、あわせての状況になるわ

けでありますが、先ほどのお話でいきます

と、朝の会などからも、子供たちからお話を

いただいているというようなことをいただき

ました。危険に対してのことなのですが、そ

れに対して、私、前々からちょっと思ってい

たものが、建設現場なんかでよく使われてい

るＫＹＫ、また、ＫＹＴというようなこと



― 30 ―

で、危険予知活動、危険予知トレーニングな

どという言葉がよく使われておりますが、場

所によっては、学校で危険予知活動なども取

り組んでいるというお話でございますが。ま

た、聞くところによると、町内会でもこの活

動をされているところもあるというようにも

伺っております。

そんな中ではございますが、やはり私たち

の子供たちは、私たちもそうですけれども、

常々周りに危険が潜んでいるということで考

えると、常に危険意識を持たせるということ

が重要だというように感じている中で、やは

り危険予知活動というものを頻繁に行うとい

うことが必要なのではないかというように感

じております。

そのことを踏まえまして、まずは、先ほど

のお話からいくと、危険予知活動的な内容の

ものというのはされているようには感じてお

りますが、この点につきまして再度質問させ

ていただきたいと思います。よろしくお願い

いたします。

○議長（小比類巻正規君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 田嶋議員の危険予

知の訓練の重要性についてお答えをいたしま

す。

議員御指摘のように、ＫＹＴ、いわゆる危

険予知訓練の効果及びその必要性は学校にお

いても十分に認識しているところでありま

す。具体的なお話をということでございまし

たので、一部例を御紹介申し上げますと、市

内の幾つかの学校ではございますが、子供た

ちが通学路の危険箇所を登校班ごとに、どん

な危険がどんな場所に潜んでいるのか、その

対応はどうすればよいのか等を、通学路の地

図、いわゆる学校では通学路マップというの

ですけれども、そちらのほうにまとめる活動

を行って、日常生活に潜む危険について、気

づく、考える力を高めている学校もございま

す。

このような学習活動を市内各校に広めてい

き、将来的に、ＫＹＴ、いわゆる危険予知能

力につながる資質・能力の育成を図ってまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） これで、田嶋議

員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩いたします。

午前１１時２７分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（小比類巻正規君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（太田博之君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

春日洋子議員の登壇を願います。

○１２番（春日洋子君） １２番公明党の春

日洋子でございます。通告の順に従い、質問

してまいります。

はじめに、行政問題の１点目、産前・産後

支援事業の導入ついてお伺いします。

近年は核家族化し、自分の親等の親族から

距離的に離れたところで妊娠、出産すること

がまれではなくなっており、さらに、社会・

心理的背景から、親と子の関係にさまざまな

事情を抱え、親を頼れない妊産婦が少なから

ずいると言われています。

妊娠、出産、子育てを家庭のみに任せるの

ではなく、生活している地域で、さまざまな

関係機関や人が支援し、孤立を防ぐことが重

要になっています。

日本においては、母子健康手帳の交付を行

い、妊娠中の母親学級、妊婦健康診査、新生

児訪問、乳幼児健康診査など、多様な母子保

健事業が行われてきており、これに加えて、

平成２１年度からは、児童福祉法による乳児

家庭全戸訪問が開始されました。

これらの事情により、母子に対するきめ細

やかな支援が実施されるようになりました

が、利用者の立場から、関係機関の間で、よ

り切れ目のない連携が必要であるとして、平

成２９年４月に、改正母子保健法の施行によ

り、法律における名称は母子健康包括支援セ



― 31 ―

ンターである子育て世代包括支援センターの

設置が、市区町村の努力義務として法制化さ

れました。

国においては、子供を産み育てやすい環境

づくりのために２１５億円の予算を計上して

おり、妊娠期から子育て期にわたる切れ目の

ない支援を提供する子育て世代包括支援セン

ターの全国展開に向け、その設置促進を図る

とともに、地域の実情に応じた産前・産後サ

ポート事業、産後ケア事業の実施を支援する

としています。

また、児童虐待等で、死亡の４割がゼロ歳

児であり、そのうち７割が生後６カ月未満と

いう状況から、産前・産後の一番不安な時期

に、身近に相談する人もなく、子育ての負担

感や不安を抱え、孤立しがちな母親に対し訪

問支援を行うことで、安心して子育てがで

き、ひいては児童虐待の発見・予防につなが

るものと考えられています。

そこで、産前・産後支援事業の導入につい

て、本市の御見解をお伺いします。

次に、２点目の多世代が集える場所の提供

についてお伺いします。

先ごろの新聞報道によると、子供に無料か

低価格で食事を提供する子ども食堂が県内で

ふえているとのことであり、これまで青森、

弘前、八戸市の３市で８カ所開設されてお

り、勉強後にみんなで食事を楽しむ形式や、

地域住民と交流したり、一緒に調理したりす

るタイプなど、それぞれに特徴があり、地域

に定着しつつあるとのことでした。

「こども食堂」の名づけ親は、東京都大田

区の気まぐれ八百屋だんだんの店主近藤博子

さんです。近くの小学校の先生から、母親の

ぐあいが悪く、給食以外はバナナ１本で過ご

している子供がいるとお聞きし、その後ろ姿

を想像し、胸が締めつけられる思いになった

近藤さんは、ほかにもそんな子供がいるので

はないか、みんなで食事をできる場をつくろ

うと思い立ち、子供１人で来ていいんだよと

呼びかける気持ちを込めて、「こども食堂」

と名前をつけたということでした。

だんだんとは、島根県の方言の、ありがと

うの意味とのことですが、近藤さんが目指し

ていたのは、ありがとうを言い合えるコミュ

ニティーづくりであり、店舗の一角を地域交

流拠点として、さまざまなプログラムをふや

してこられ、全て１人のニーズ、１人のアイ

デアからプログラムをふやしてこられ、出発

したものであるそうです。

子ども食堂が誕生して間もなく、子供の貧

困対策推進法が制定となり、子供の貧困に対

する社会的注目の高まりもあって、今では全

国で１,０００カ所を超えるまでに広がって

いるとのことです。

当初は、貧困世帯の子供や孤食の子供を支

援する場として受けとめられていた子ども食

堂ですが、新聞記事では、全国の子ども食堂

を調査・研究している八戸学院大学短期大学

部の佐藤千恵子教授は、人と人とのつながり

を感じ、社会との接点をつなげる場が子ども

食堂、さまざまな世代が気軽に集まり、食を

通じて交流を深められるように、県内でもっ

とふえることが望ましいとのコメントが紹介

されています。

そこで、多世代が気軽に集える場所の提供

について、本市の御見解をお伺いします。

次に、教育問題の１点目、プログラミング

教育の体制整備についてお伺いします。

昨年３月の学習指導要領の改訂を受け、２

０２０年度から小学校でプログラミング教育

が必修化されることになりました。コン

ピューターを動かすプログラムをつくること

で、論理的に考える力を養うことが目的で

す。

そうした中、このたび、今年度から全小学

校の４年生を対象に授業を開始し、必修化に

向け、いち早く動き出した千葉県柏市の取り

組みを個人研修してまいりました。

プログラミング教育は、情報を読み解く能

力の一つと位置づける柏市では、今年度から

市立小学校４２校の４年生を対象に、総合的

な学習の時間を充てて授業を実施していま

す。
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いち早く授業を開始できた理由について

は、１９８７年度から市立小学校で約１０年

間にわたり、プログラミング教育を実施した

経緯が生きていること。全市立小中学校にＩ

ＣＴ支援員を派遣するなど、外部講師を積極

的に活用する体制が整っていることが挙げら

れており、２０１６年度には、市立３小学校

で実証授業を実施しています。

文部科学省によると、必修化といっても新

し教科はつくらず、総合的な学習の時間や算

数などの教科の中で行うとしており、自治体

や学校現場の判断に委ねられることになり、

教える側への支援も大きな課題となり、しっ

かりとした教材をつくるなど、教員をサポー

トする体制整備が欠かせないと考えます。

そこで、質の高い教育の実現に向け、教員

への研修の充実やＩＣＴ支援員の配置につい

てはどのように取り組んでいかれるのかをお

伺いします。

次に、２点目の義務教育の就学援助につい

てお伺いします。

就学援助は、子供を小中学校へ通わせるこ

とが経済的に困難になっている保護者に対

し、学用品や給食などの費用を自治体が援助

する制度でありますが、２０１７年度では、

生活保護が必要な要保護者は約１４万人であ

り、それに準じて、市区町村が定める準要保

護者は約１３３万人であり、合わせて約１４

７万人が対象となっています。

特に、小学校入学時には、学用品に加えて

ランドセル、中学校であれば、制服やジャー

ジなど、新たに購入しなければならないもの

も多く、困窮する家庭にとっては、一時的で

も多額のお金を用意することは大変であり、

保護者の負担が重くなっています。

これまでは、小学校入学前の支給は国の補

助を受けられず、自治体負担で実施しなけれ

ばなりませんでしたが、国の補助金交付要綱

が改正され、今年度から補助の対象に加わっ

たことを受け、入学前の支給を予定する市区

町村は、前年の８９団体から７１１団体へ

と、約８倍に急増したとのことです。

国の要綱は改定されても、自治体で入学前

支給を可能とするには、条例改正や要綱づく

りなどが必要になると言われていますが、実

施に向けて、本市の御見解をお伺いします。

最後に、３点目のいじめ対策アプリ・ス

トップイットの導入ついてお伺いします。

いじめの早期発見、早期対応に向かって、

匿名でいじめを通報できる通報アプリ・ス

トップイットは、２０１４年にアメリカで開

発されたスマホ用アプリです。いじめを目撃

した生徒や被害者が匿名で報告、相談できる

のが特徴で、文章や写真、画像などを送り、

匿名のまま送信先とやりとりでき、送信した

情報は市教育委員会に送られ、内容に応じ

て、各中学校や各種関係機関と連携した上で

対応します。

また、報告、相談は２４時間受け付けてい

ますが、対応可能な時間は、原則午前９時か

ら午後５時のため、緊急時は、アプリに登録

されている２４時間子供ＳＯＳなどに直接電

話できる仕組みになっています。

先行導入している千葉県柏市においては、

導入後３カ月で６０件を超える相談が寄せら

れており、そこから早期解決に至った事例も

あり、現代の若者のニーズに合った相談方法

であると認識しているとのことです。

学校のいじめについては、未然防止、早期

発見、早期対応が求められ、一人一人が傍観

者にならないことが大事であると考えますこ

とから、いじめ対策アプリ・ストップイット

の導入に向けて、本市の御見解をお伺いしま

す。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○副議長（太田博之君） ただいまの春日洋

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題の第２点目、多世代が集え

る場所の提供については私から、その他につ

きましては教育長並びに担当部長からお答え
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をさせますので、御了承願いたいと存じま

す。

少子高齢化の進行や高齢者のみの世帯の増

加、さらには、ひとり親世帯の増加など、地

域社会や家庭を取り巻く環境は大きく変化い

たしております。

そのような中、国では、介護保険制度の改

正により、介護予防・日常生活支援総合事業

を地域支援事業に位置づけ、高齢者が主体的

に参加し、世代を越えて地域住民がともに支

え合う地域づくりを求めているところでござ

います。

当市のこれまでの取り組みといたしまして

は、介護予防・日常生活支援総合事業におけ

るサービスのニーズについて、平成２８年９

月にアンケート調査を実施した結果、住民主

体による交流の場のニーズが多く、さらに

は、高齢者の社会参加への意欲も高かったこ

とから、総合事業の説明会を市内１６地区で

開催し、延べ２９７名の地域住民に参加いた

だき、地域の高齢者等が運営主体となる自主

的な集いの場をつくり、住民主体によるサー

ビス提供をお願いしたところであります。

その結果、今年度から１団体をサービス提

供団体と認定し、現在、高齢者の方々が主体

となり、介護予防を目的とする運動教室や各

種創作活動を実施するなど、主に高齢者の集

いの場を週に１回程度開催いただいておりま

す。

今後の当市の方針といたしましては、各地

域において、この住民主体サービス事業に積

極的に参画していただき、子ども食堂のよう

な、高齢者の方々が担い手となって、食を通

じた子供との交流を図る場をはじめ、閉じこ

もり防止、健康増進やケア相談、子育て世代

などとの多世代交流の促進の場を市内各地域

に創出していくよう努めてまいりたいと考え

ております。

今後におきましても、高齢者から子供ま

で、また、障害の有無にかかわらず、誰もが

住みなれた地域の中で、お互いに支え合い、

助け合いながら、自分らしく安心して暮らせ

るような地域共生社会の実現を目指してまい

りたいと考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（太田博之君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 行政問題の

１点目、産前・産後支援事業の導入について

お答えいたします。

近年は核家族化が進み、産前・産後の不安

な時期に、身近に相談する人がなく、子育て

の不安や負担感を抱え、孤立しがちな妊産婦

がふえてきております。

国では、妊娠期から子育て期にわたる、切

れ目のない支援を提供する子育て世代包括支

援センターの設置の促進を図るとともに、地

域の実情に応じた産前・産後サポート事業に

も財政的支援を充実させてきております。

当市におきましても、平成３１年度の設置

を目指しております子育て世代包括支援セン

ターの事業として、従来から実施しておりま

す妊産婦訪問や乳児家庭全戸訪問等の妊産婦

支援事業に加えて、産前・産後サポート事業

の一環として、ヘルパー派遣事業の導入につ

いても、庁内及び関係機関と連携しながら前

向きに検討を進めてまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 教育問題の第１点

目、プログラミング教育の体制整備について

お答えをいたします。

学校では、これまで現行の学習指導要領に

基づき、小学校においては、コンピューター

で文字を入力するなどの基本的な操作等の学

習を、中学校においては、小学校で身につけ

た知識・技能をもとに、より発展的な学習を

行ってまいりました。

教育委員会では、情報教育推進のため、全

小中学校に教育用パソコンを設置するなど、

ＩＣＴ機器の準備を進めるとともに、教員に

対し、学校訪問や各種研修会を通して、ＩＣ

Ｔを適切に活用する方法等について指導・助

言を行ってまいりました。
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２０２０年度に完全実施となる新しい小学

校学習指導要領では、小学校においてもプロ

グラミング教育を行うこととなりました。そ

の段階におけるプログラミング教育のあり方

としては、コンピューターのプログラミング

そのものを教えるものではなく、自分が意図

する動きを実現するために、論理的に考えて

いく力である、いわゆるブログラミング的思

考を育成することが大切であるとしておりま

す。

こうした状況を踏まえ、教員への研修とし

ては、理科や算数をはじめ、全教育活動を通

じて、思考力、判断力、表現力を育成するこ

とのできる指導力向上が第一であると考えて

おります。

そこで、これまでも実施してきた理数研修

会や研究員研修講座において、プログラミン

グ的思考を生かした研修を取り入れてまいり

たいと考えております。

また、ＩＣＴ支援員の配置についてです

が、今後、プログラミング教育を進めていく

中で、外部人材の活用を含めた環境整備に関

する要望等について、校長会を通じ、情報を

収集してまいりたいと考えております。

教育委員会といたしましては、新しい小学

校学習指導要領の２０２０年度の完全実施に

向け、先進的な事例等も参考にしながらプロ

グラミング教育の推進に努めてまいります。

続いて、次に、教育問題の第３点目、いじ

め対応アプリ・ストップイットの導入につい

てお答えをいたします。

市内各校では、これまでに道徳性の育成や

温かな人間関係づくりにより、いじめのない

学校づくりに努めるとともに、子供と向き合

う時間を確保し、教育相談週間を設けたり、

見えにくいいじめを発見するためのアンケー

トを実施したりするなど、いじめ問題の解消

に努めてまいりました。

また、当教育委員会では、三沢の学校教育

指導の方針と重点に、家庭や地域社会と連携

した情報モラル教育の充実の資料を掲載し、

学校訪問等で指導の周知徹底を図るととも

に、豊かな心を育てる生徒指導研究推進協議

会において、ネットトラブルを防ぐために

「スマほっと！運動」を展開し、児童生徒及

び保護者の啓発運動を行ってきております。

さらに、市内各校に心の教室相談員、ス

クールソーシャルワーカーを配置し、学校で

の相談体制の充実を図るとともに、三沢市教

育相談センターに相談員を配置し、電話及び

面談での相談活動を行ってまいりました。

加えて、県教育委員会で設置しているイン

ターネット上のネット通報窓口や２４時間子

供ＳＯＳダイヤルも、各校児童生徒に周知

し、相談のあったいじめの情報等は、当教育

委員会と市内各校で連携し、対応していると

ころであります。

ストップイットは、春日議員お話しのとお

り、いじめを目撃した児童生徒や被害者が、

スマートフォンから匿名のまま設置した教育

委員会や各種相談機関に報告、相談できるア

プリケーションであり、いじめの情報が通報

しやすくなるため、未然防止及び早期発見の

一助になるものと推察されます。

当教育委員会といたしましては、今後とも

関係機関と連携をしつつ、ストップイットな

どの先進的な取り組みを参考に、運用方法等

の情報収集を行い、調査・研究を行ってまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 教育部長。

○教育部長（山本智香子君） 教育問題の第

２点目、義務教育の就学援助についてお答え

いたします。

義務教育段階の就学援助につきましては、

学校教育法第１９条において、「経済的理由

によつて、就学困難と認められる学齢児童又

は学齢生徒の保護者に対しては、市町村は、

必要な援助を与えなければならない」と規定

されております。

当市教育委員会では、この規定を受け、三

沢市要保護・準要保護児童生徒援助費支給要

綱を定め、経済的な理由により就学が困難な

児童生徒の保護者に対して、学用品費、修学
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旅行費、給食費等の必要経費を援助する就学

援助制度を実施しております。

平成２７年度以降からは、事務の効率化を

進め、支給時期を３カ月早めた６月支給を実

施してきておりましたが、今回、国の要保護

児童生徒援助費補助金に係る交付要綱の一部

が改正され、補助の対象者である市町村が、

経済的に理由によって就学困難と認められる

児童または生徒の保護者について、新たに就

学予定者の保護者が加えられたことから、入

学前支給を実施する自治体もふえることが考

えられます。

当市教育委員会といたしましても、他市町

村の動きや情報共有及び連携を進めていくと

ともに、新入学児童生徒に対しての申請、認

定に係る三沢市要保護・準要保護児童生徒援

助費支給要綱の見直し等の就学援助事務の手

続等を進め、援助費の適正な交付を行いなが

ら、全ての児童生徒が義務教育を円滑に受け

ることができるように、入学前支給を早期に

実施するように努めてまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、再質問をさせていただきます。

行政問題の１点目、産前・産後支援事業の

導入についてでございますけれども、先ほど

も申し述べましたとおり、子供を産み育てや

すい環境づくりというのは、大変に重要であ

るというふうに考えております。

そこで、私もありがたいことに、個人研修

で東京都世田谷区、また、神奈川県平塚市に

研修に行かせていただきまして、先進的に取

り組んでいる自治体の皆様から研修を受けさ

せていただく貴重な機会を得ることができま

した。

そこで、私が、本当に恥ずかしいことでは

ありましたけれども、よもや青森県の鰺ヶ沢

町、黒石市で先進的に取り組んでいるという

ことをこのときに知りまして、大変驚くとと

もに、うれしい限りだなと。特に、平塚市で

は、私に鰺ヶ沢町の取り組んでいる状況を、

ページを開いて見せていただきました。

そこで、私の立場で研修をさせていただ

き、感謝でございますけれども、ぜひ担当課

におきましても、県内のこのような鰺ヶ沢

町、黒石市等へ職員を派遣し、研修の機会を

得ることが、非常にまた、今後、三沢市に向

けても充実に努められる大きな要因になるの

ではないかというふうに思っておりました。

この点について、職員の派遣、研修につい

て、積極的に進めていただきたいと思うもの

ですけれども、この点についてお聞かせいた

だきたいと思います。

○副議長（太田博之君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 春日議員の

再質問にお答えいたします。

青森県内、黒石市、鰺ヶ沢町で先進的に取

り組んでいるというのは、私どもも存じてお

ります。職員もぜひ研修に派遣してはという

御提案でございます。

先ほど、事業そのものも前向きに検討して

まいるという答弁をいたしました。職員の派

遣につきましても、鋭意取り組んでまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。

次に、行政問題の２点目でございます。

多世代が集える場所の提供について、市長

よりさまざま、本市におきましても１団体が

サービス提供をされているということで、こ

れを一つの基点として、これから発展してい

くものというふうに期待を持ちながら、御答

弁をお聞かせいただきまして、大変ありがた

いことだなというふうに思っておりました。

私も担当課の方々ともお話をして、今回、

質問に取り上げさせていただきましたのは、

地元の東奥日報でございましたけれども、こ

れまで、私も関東のほうで非常に子ども食堂

がふえているなということを、さまざまな情
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報で得ておりましたけれども、我が市におい

てはニーズはどうなのだろうと、そんなこと

も思いつつ過ごしてまいったのですけれど

も、新聞を通して、なるほど、子ども食堂と

いう特化したものではなく、多世代の方がこ

こに集うことによって、例えば、その日に

よっては豚汁ですとか、何かしらいただける

ものが提供されたり、それは自然の中でです

けれども、そんなふうなことが非常に充実さ

れているのだなと。今は青森、弘前、八戸市

ではありましたけれども、三沢市においても

地域のコミュニケーションづくりというのが

非常に、今までもなされておりますけれど

も、希望を持っていきたいなというふうに

思っておりました。

そこで、私が新聞とともに、先ごろ、東京

でサミット、子ども食堂のパワーアップへ連

携ということでサミットが開かれたという新

聞記事がございまして、その中で、先進事例

を発表された自治体なのですけれども、参考

に申し上げさせていただきたいというふうに

思っておりまして、大阪府豊中市、こちらで

地域連携の成功例を御報告したというのが新

聞記事の中にございまして、こちらでは社会

福祉協議会が中心になって、２０１６年から

食堂を開設、運営に携わってきているという

ことで、豊中市では、社協が手を出すことに

よって、地域からの信頼も得やすかったり、

また、スムーズな運営が可能となっている。

これは成功事例でございますので、一つの

参考にもなるのかなというふうなことを思っ

て読んでおりましたけれども、手法、内容に

ついて私が何かしら申し上げるものではござ

いませんけれども、一つの成功事例として御

紹介をさせていただきながら、今後、充実に

努めていく中で、今、唐突な再質問ではあり

ますけれども、社協との連携というようなこ

とも視野に入れることもいかがでしょうかと

いうようなことを思っておりました。これに

ついて、急な質問ではありますけれども、お

答えできましたらお願いいたします。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 再質問の社

協との連携についてお答えいたします。

今回御答弁申し上げましたのが、介護保険

制度の中の介護予防・生活支援サービス事業

の中で、市民団体がこのような、子ども食堂

のような形で多世代交流をしていくというふ

うな御答弁をさせていただきました。

社協が実施するとなりますと、また、サー

ビスの中の種類が変わってくることもあるか

と思いますが、いろいろな形を探りながら検

討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。

情報を共有しながら、何かまた連携できる

ものがあればというような思いでのお尋ねで

ありましたので、ありがとうございました。

次に、教育問題のプログラミング教育の体

制整備についての再質問をさせていただきた

いと思っております。

私も国の方向は、このように今、明確に

なっているわけですけれども、どうしても頭

をよぎるのは、これまでも全国的に取り沙汰

されている教員の、先生方の過重労働等々が

頭にありまして、非常に子供たちにとっては

いい教育を受けることになるだろうというふ

うに思いつつも、どうしても先生方、教える

側の支援が非常に大事でしょうというふう

に、私自身は素人的にもそんなことを思って

おりまして、先ほどの教育長の答弁の中で、

先生方への研修に向けても取り組んでいかれ

るというような趣旨のお答えがあったように

受けとめましたけれども、教員への研修内容

について、ここでお聞かせいただければあり

がたく思います。

○副議長（太田博之君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 春日議員再質問の

教員への具体的な研修内容についてお答えを

いたします。

先ほど申し上げました理数研修会、これは
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三沢市の教育委員会が主催しているものでご

ざいます。同じく、研究員研修講座、こちら

のほうも三沢市教育委員会が主催してござい

ます。

それで、新たに研修会を上乗せするのでは

なく、その研修会の中身を少し工夫改善をい

たしまして、プログラミング教育に関する専

門的な知識や技能を有する企業等の講師や、

県総合学校教育センターの指導主事を招聘す

るなどして、研修の充実を図るとともに、先

進地の研修など、県外研修にも教員あるいは

指導主事を派遣していきたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。

ぜひ教員のサポートもあわせてお願いした

いというふうに思っておりました。

次に、教育問題の２点目でございます。

義務教育の就学援助について、教育部長よ

り答弁をいただいたところでありますけれど

も、全国の中で各地で順次、準備が整い次

第、入学前支給に向けて導入を進めていると

いうことも、全体的にそうだろうなというよ

うなことを思っておりましたけれども、例え

ば、入学前支給に踏み出す場合ですけれど

も、おおむねどの程度の予算が必要になるの

かと。当該予算要求、ざっくりですけれど

も、ここでしっかりしたものはなかなか難し

いかもしれませんけれども、イメージとして

は、どのぐらいの予算が、入学前支給に係る

ものがどの程度なのかというふうに思ってお

りました。もしお答えできれば、お願いした

いというふうに思います。

もう１点は、全国的には入学前支給がふえ

ているということでございましたけれども、

そこで、県内の自治体の実施状況というの

は、現時点ではどのぐらい入学前支給に踏み

出しているのか。また、予定をしているとこ

ろもあるかと思いますけれども、全て把握し

切れないところもあるかもしれませんけれど

も、もしこの場でお答えできることがありま

したら、参考にお聞かせいただきたいと思い

ます。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

教育部長。

○教育部長（山本智香子君） ただいまの就

学援助費についての再質問にお答えしたいと

思います。

まず、入学前支給の費用、予算につきまし

ては、およその概算でございますが、新入

学、小学校へ入学する児童の分と、それから

中学校へ上がる生徒の予算につきましては、

およそ２００万円ほどを予定としておりま

す。これを支給する際には、事業を始める前

の年の末までには、その分の確保が必要とい

う形になります。

それから、入学前支給がどの程度県内で行

われているかということに関しましては、青

森県内では、小学校へ支給している自治体は

５自治体で１２.５％、それから中学校へ入

学前に支給している自治体は８自治体で２０

％となっております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。

ぜひ教育委員会としても前向きに準備をし

ていただきたい。そこについては、今、概算

ですけれども、教育部長から、およそ２００

万円、これをぜひ市全体で理解をしていただ

きたい。これの導入に向けて、次年度にはこ

れが実現していけるように、そのことを願っ

ております。

最後に、教育問題のいじめ対策アプリ・ス

トップイットの導入についてでありますけれ

ども、さまざまな施策、これまでも当然して

いただいている。市としても、検討して手厚

くといいますか、ですけれども、ゼロにはな

らないということです。

いじめの内容は違うにしても、もちろん国

としても、いじめの定義をきめ細やかにいた

しましたので、認知件数もふえている。これ
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はとてもよいことだというふうに思っており

まして、どんな小さなことも見逃さない。傍

観者をつくらないと先ほど述べましたとお

り、その思いが非常に私の中には強くござい

ます。

そこで、これまでも折々に、現在の市内小

中学校におけるいじめの認知件数というもの

を折々にお聞きしてまいりましたけれども、

昨今の市内小中学校においてのいじめの認知

件数はどの程度になっているのかということ

も思っておりまして、１人も置き去りにしな

いという、そういう前提のもとで取り組み

を、さらにいいものがあれば、またさらにそ

こにふやしていくというものも大事ではない

かというふうに思っておりまして。

実は、プログラミング教育について、個人

研修をさせていただきましたときに、千葉県

柏市でございましたけれども、この折に、ス

トップイットはすばらしいものですよという

ことを、千葉県柏市の教育委員会の先生か

ら、ぜひ三沢市でもこのことを情報提供して

いただきたいということもありまして、今

回、質問をさせていただきました。

私は、プログラミング教育とあわせて、い

じめ対策アプリ、これは開発している会社が

ありますから、全国初で導入している柏市で

も、こちらを運営している会社に直接このこ

とを情報提供しながら、学びながら、そして

これはなるほどいいものだということを確認

して、そして導入に至ったということもお聞

きいたしましたので、ぜひこういう場に、先

進的に取り組んでいるところにも研修の機会

を得るのも必要ではないかと思っておりまし

た。

あわせて、再質問が長くなりましたけれど

も、現在の小中学校の認知件数はどのような

ものか、ぜひお聞かせいただきたい。

そしてまた、あわせて担当職員の方、教育

委員会の中での、先進地へ向けての研修もあ

わせてすべきではないかというふうに考えて

おります。この点について再質問させていた

だきます。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

教育長。

○教育長（冨田 敦君） 春日議員再質問の

まず１点目、当市のいじめ状況についてお答

えをいたします。

三沢市教育委員会では、今年度調査したと

ころ、平成２９年４月から１２月までのいじ

めについては、小学校で４０件、中学校では

６件でありました。小学校が多いことにつき

ましては、先ほど議員のほうからもお話しい

ただきましたけれども、冷やかしやからかい

など、軽微ないじめも積極的に認知をし、報

告した結果と考えております。

また、今年度は、いじめ防止基本方針の改

定を行い、いじめの定義や解消に向けての取

り組みがより具体的になりました。教育委員

会といたしましても、今後もいじめ防止に向

けて、学校、保護者、地域社会及び各関係機

関でこの基本方針を共有し、引き続き迅速か

つ丁寧な対応を行い、学校において子供たち

一人一人が、いじめのみならず、困り感を持

つことがないように取り組んでまいりたいと

考えております。

再質問の２点目について、先進地の研修等

に職員または教員等を派遣してはどうかとい

う御指摘をいただきました。

幸いに当教育委員会におきましても、指導

主事の研修する費用の予算づけをいただいて

おります。その研修の費用を活用いたしまし

て、いじめ防止対応アプリまたは先進地のプ

ログラミング学習等の研修に派遣してまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 以上で、春日洋子

議員の質問を終わります。

これをもって、一般質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 議案第 １号から

日程第４０ 議案第３９号まで

○副議長（太田博之君） 次に、日程第２

議案第１号平成３０年度三沢市一般会計予算

から日程第４０ 議案第３９号市道の路線の



― 39 ―

認定についてまでを一括議題といたします。

─────────────────

◎日程第４１ 総括質疑

○副議長（太田博之君） 日程第４１ ただ

いま一括議題といたしました全議案に対し、

総括質疑を行いますが、通告がありませんの

で、総括質疑を終結します。

─────────────────

◎日程第４２ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○副議長（太田博之君） 日程第４２ 特別

委員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、１６名をもって構成

する予算審査特別委員会、８名をもって構成

する補正予算審査特別委員会、８名をもって

構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ設

置し、慎重に行いたいと思いますが、これに

御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（太田博之君） 御異議なしと認め

ます。

よって、予算審査特別委員会、定数１６

名、補正予算審査特別委員会、定数８名、条

例等審査特別委員会、定数８名をそれぞれ設

置することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

予算審査特別委員会には、議案第１号から

議案第９号までの計９件を、補正予算審査特

別委員会には、議案第１０号から議案第１４

号までの計５件を、条例等審査特別委員会に

は、議案第１５号から議案第３９号までの計

２５件を、それぞれ付託します。

─────────────────

◎日程第４３ 特別委員会委員の選

任

○副議長（太田博之君） 日程第４３ 特別

委員会の委員の選任を行います。

ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、次の休憩

中に、委員長、副委員長をそれぞれ互選し、

議長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、予算審査特別委員

会を大会議室において行い、引き続き、補正

予算審査特別委員会を大会議室、条例等審査

特別委員会を第２会議室において、それぞれ

願います。

この際、委員会開催のため、暫時休憩いた

します。

午後 １時５１分 休憩

────────────────

午後 １時５７分 再開

○副議長（太田博之君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

先ほど設置されました３特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。

予算審査特別委員会委員長、堤喜一郎委

員、副委員長、山本彌一委員。補正予算審査

特別委員会委員長、瀬崎雅弘委員、副委員

長、佐々木卓也委員。条例等審査特別委員会

委員長、加澤明委員、副委員長、下山光義委

員とそれぞれ決しました。

─────────────────

○副議長（太田博之君） 以上で、本日の日

程は終了しました。

なお、明日から１４日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１５日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

午後 １時５８分 散会
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